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１ 

 

【東青地区部会】 

 

１ 背景 

（１）地理的状況 

  ○ 東青地区は、青森市、平内町、今別町、蓬田村、外ヶ浜町の１市３町１村で

構成されている。鉄道等の状況は、東北新幹線、ＪＲ奥羽本線、ＪＲ津軽線・

津軽海峡線、青い森鉄道が交わる交通の要衝となっている。また、平成２８年

３月には、北海道新幹線が開業する予定である。 

 

（２）産業動向 

  ○ 経済活動別構成では、県全体と比べると、卸売・小売業やサービス業の割合

が高く、農業や製造業の割合が低くなっている。 

 

２ 平成２９年度（第３次実施計画最終年度）の学校規模・配置の状況 

（１）全日制課程の配置状況 

  ○ 青森市に普通科が６校、工業科が１校、商業科が１校、総合学科が１校、平

内町に普通科の校舎制導入校が１校、今別町に普通科の校舎制導入校が１校の

計１１校の予定である。 

  ○ また、学校規模は、１学年当たり７学級が３校、６学級が４校、５学級が１

校、２学級が１校、１学級が２校で、東青地区における平均学級数は４．９学

級となる予定である。 

    

 

 

（２）定時制課程・通信制課程の配置状況 

  ○ 定時制課程は、青森市に普通科の３部 

   制が１校、工業科が１校の計２校の予定 

   である。 

    ○ また、通信制課程は、青森市に普通科 

     が１校の予定である。 

 

 

   

 

〔各学校の規模の推移〕

平成20年度 平成25年度 平成29年度（第３次実施計画より）
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（平成２７年４月１日現在の学校配置状況） 



 

２ 

 

３ 今後の中学校卒業者数の推移と全日制課程の学級数の見込み 

（１）中学校卒業者数の推移 

  ○ 東青地区の平成２９年３月の中学校卒業者数は、２，９０７人となり、第３

次実施計画前の平成２０年３月と比較して、３５５人減少する見込みである。 

○ 引き続き生徒数は減少し、平成３９年３月には２，１９３人（平成２９年３

月比７１４人減）になるものと見込まれている。 

 

（２）全日制課程の学級数の見込み 

  ○ 平成２９年度の東青地区全体の学級数は５４学級であるが、平成３９年度に

は１３～１５学級減少し、３９～４１学級になるものと見込まれる。 

 

 

 

４ 学校配置等の方向性 

（１）全日制課程の配置等の方向性 

  ① 普通科等 

○ 東青地区においては、普通科等の重点校を設置することが望ましい。 

○ 外国語科及びスポーツ科学科については、設置目的や進路志望の達成状況

などを改めて見極め、その在り方を検討する必要がある。 

 

    ② 職業教育を主とする専門学科 

○ 東青地区においては、工業科及び商業科の拠点校を設置することが望まし

い。 

 

③ 総合学科 

○ 東青地区の中学生にとって、総合学科は、普通科、工業科、商業科と並ぶ

選択肢としての役割を果たしており、今後も配置することが望ましい。 

  なお、系列については、生徒数の急激な減少や生徒のニーズを踏まえ、見

直しを検討する必要がある。  

〔中学校卒業（予定）者数と学級数の推移〕

（人）

中学校卒業(予定)者数

学　　　 級 　　　数

※中学校卒業(予定)者数は、各年３月。

　平成２８年度以降は、県教育庁高等学校教育改革推進室推計値。

第３次実施計画【後期】
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（学級）

H25までの増減（対H20)

△304人

△8cl

第３次実施計画【前期】

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

中学校卒業（予定）者数 3,262 3,268 3,357 3,097 3,133 2,958 3,016 2,941 2,903 2,907 2,825 2,594 2,602 2,374 2,461 2,455 2,306 2,251 2,304 2,193

学級数 62 61 62 57 57 54 55 54 54 54
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３ 

 

④ 異なる複数学科を有する高等学校の設置 

○ 東青地区における学科の選択肢を維持するため、異なる複数学科を有する

高等学校の設置について、検討する必要がある。 

 

（２）定時制課程・通信制課程の配置等の方向性 

○ 定時制課程・通信制課程については、現在の配置を基本とすることが望まし

い。 

○ 工業科については、生徒の志願・入学状況を踏まえ、その在り方を検討する

必要がある。 

 

（３）学校配置に当たっての留意点 

○ 東青地区の学校配置に当たっては、公共交通機関等の通学環境に配慮する必

要がある。 

 

５ 学校配置等の方向性に関連する主な意見 

（普通科等） 

○ 重点校に求められる取組は、選抜性の高い大学への進学対応や医師等の高度な

資格取得に向けた志の育成だと考える。 

○ 重点校の取組の例として考えられるスーパーグローバルハイスクール、スーパ

ーサイエンスハイスクールはあくまでも国の事業なので、指定されないことも想

定し、県の事業として体制を整備する必要がある。 

○ 重点校については、重点校以外の学校との連携が必要であり、また、重点校と

して教育活動をしていくだけの規模が必要である。 

○ 重点校と重点校以外の学校との連携については、生徒だけでなく、保護者や教

員も連携し、双方のノウハウを共有する取組があると良い。 

○ 併設型中高一貫教育の導入を検討する場合は、導入の目的を明確にする必要が

ある。 

 

（職業教育を主とする専門学科） 

○ 拠点校を中心にキャリア教育の充実を図ることが重要である。 

○ 拠点校で育てた人財が、県内に残ることのできるような取組をしてほしい。 

 ○ 拠点校に設置されている学科の教育内容について、拠点校以外の学校で学ぶこ

とができるよう、何らかの形で連携を図ることになるのではないか。 

 

（総合学科） 

○ 総合学科は自分の興味・関心に応じて主体的に学び、就職、進学等に繋げてい

く生き方を模索する学科であると思う。 

○ 高等学校入学後に多様な教育活動の中で自分の進路を見出していかなければな

らないことを考えると、さらなる総合学科の充実等が必要だと考える。 

 

（定時制課程・通信制課程） 

○ 現在の配置を基本とし、さらに発達障害や情緒障害等のある生徒についても対

応できるようにしてほしい。 

 



 

４ 

 

（学校規模・配置等） 

○ 東青地区では、普通科と職業教育を主とする専門学科の募集割合を大きく変え

る必要はない。 

○ 高等学校教育の役割には、高等学校でしか体験できないことを通して社会性を

身に付けさせるという側面もあることから、ある程度の学校規模は必要である。 

○ 小規模校だからこそできる取組もあり、そのような視点も大切にしてほしい。 

○ 少人数での高等学校教育の環境が、生徒たちにとって如何にマイナスであるか

を説明する必要がある。 

○ 高等学校教育を受ける機会の確保のため柔軟な学校配置を考慮しながらも、高

等学校を集約する必要がある。 

 

６ 県全体の方向性に関連する主な意見 

（高等学校教育を受ける機会の確保のため配置する高等学校） 

 ○ 個別の経済的負担への対応は必要であるが、経済的負担と学校配置は分けて考

える必要がある。 

 ○ 地域住民にとって、地元の学校は心のよりどころの一つではあるが、地域の生

徒たちが、他地域の高等学校で現状以上の高校生活ができるのであれば、統合等

についても納得するのではないか。 

 ○ 教育を受ける機会の確保の観点から、公共交通機関等の利用に係る通学費補助

等について検討するべきではないか。 

 ○ 高等学校教育を受ける機会の確保に配慮が必要な地域としては、外ヶ浜町三厩

地域が考えられる。 

 

（統合を検討する際、必要に応じて地域の意見を伺う協議会等） 

 ○ 協議会等においては、その地域全体のデザインを踏まえた学校配置を検討する

必要がある。 

 ○ 市町村の首長については委員とするよりも、個別に市町村を訪問して意見を聞

く機会を設けた方が良い。 

 ○ 協議会等は、何らかの結論を出す場ではなく、色々な方に広く意見を伺う場で

あるということを考えれば、委員を公募で選ぶことも考えられる。 

 ○ 協議会等の委員について、地区の方や関係する団体の方が委員となる必要はあ

ると思うが、計画策定に向けてパブリックコメントなどを行うので、公募枠を設

ける必要はないと思う。 

 

（魅力ある高等学校づくりに向けて） 

 ○ 高校生の多様なニーズに応えるためには、教員数の充実が必要である。 

 ○ 高等学校の入学目的は、自分が将来歩んでいくための進路を実現させることで

あり、そのためには、キャリア教育の充実や多様な教育活動が展開できることが

必要であると考える。  



 

５ 

 

【西北地区部会】 

 

１ 背景 

（１）地理的状況 

  ○ 西北地区は、五所川原市、つがる市、鰺ヶ沢町、深浦町、板柳町、鶴田町、

中泊町の２市５町で構成されている。鉄道等の状況は、ＪＲ五能線、津軽鉄道

が運行している。 

 

（２）産業動向 

  ○ 経済活動別構成では、県全体と比べると、農業や建設業、政府等サービス業

の割合が高く、製造業や運輸業、情報通信業の割合が低くなっている。 

 

２ 平成２９年度（第３次実施計画最終年度）の学校規模・配置の状況 

（１）全日制課程の配置状況 

  ○ 五所川原市に普通科が２校、農業科が１校、工業科が１校、つがる市に総合

学科が１校、鰺ヶ沢町に普通科が１校、深浦町に総合学科の校舎制導入校が１

校、板柳町に普通科が１校、鶴田町に普通科が１校、中泊町に普通科が１校の

計１０校の予定である。 

  ○ また、学校規模は、１学年当たり５学級が１校、４学級が３校、２学級が４

校、１学級が２校で、西北地区における平均学級数は２．７学級となる予定で

ある。各校の小規模化が著しいことに加え、一部の学校では入学者数が募集定

員を大幅に下回る状況が継続している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）定時制課程の配置状況 

  ○ 五所川原市に普通科が１校の予定である。 
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（平成２７年４月１日現在の学校配置状況） 

〔各学校の規模の推移〕

平成20年度 平成25年度 平成29年度（第３次実施計画より）
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※平成２９年度の学級数は、県立高等学校教育改革第３次実施計画【後期】によるもの。



 

６ 

 

３ 今後の中学校卒業者数の推移と全日制課程の学級数の見込み 

（１）中学校卒業者数の推移 

  ○ 西北地区の平成２９年３月の中学校卒業者数は、１，３６２人となり、第３

次実施計画前の平成２０年３月と比較して、２５９人減少する見込みである。 

  ○ 引き続き生徒数は減少し、平成３９年３月には８４７人（平成２９年３月比

５１５人減）になるものと見込まれている。 

 

（２）全日制課程の学級数の見込み 

  ○ 平成２９年度の西北地区全体の学級数は２７学級であるが、平成３９年度に

は８～１０学級減少し、１７～１９学級になるものと見込まれる。 

 

 

 
 

４ 学校配置等の方向性 

（１）全日制課程の配置等の方向性 

  ① 普通科等 

   ○ 西北地区においては、普通科等の重点校を設置することが望ましい。 

     なお、重点校の学校規模については、当地区の特性に配慮し、１学年当た

り６学級に満たない場合でも、柔軟に対応する必要がある。 

     また、重点校としての役割を果たすため、単位制の導入について検討する

必要がある。 

   ○ 理数科については、希望者が減少傾向にあったが、くくり募集により、理

数分野への進学を目指して理数科を希望する生徒が増加しており、学科とし

ての学習内容を見極め、その在り方を検討する必要がある。 

 

  ② 職業教育を主とする専門学科 

   ○ 西北地区においては、農業科の拠点校を設置することが望ましい。 

   ○ 工業科については、中学生の進路の選択肢として維持するための方策を検

討する必要がある。 

 

〔中学校卒業（予定）者数と学級数の推移〕

（人） （学級）

H39までの増減（対H29）

△515人
△８CL～△10CL

第３次実施計画【前期】

H25までの増減（対H20)

△112人
△2cl

H29までの増減（対H25）

△147人
△5cl

第３次実施計画【後期】

※中学校卒業(予定)者数は、各年３月。
　平成２８年度以降は、県教育庁高等学校教育改革推進室推計値。

中学校卒業(予定)者数

学　　　 級 　　　数

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

中学校卒業（予定）者数 1,621 1,689 1,672 1,590 1,551 1,509 1,446 1,424 1,350 1,362 1,286 1,074 1,173 1,045 997 944 972 896 897 847

学級数 34 35 35 33 32 32 29 28 27 27
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学級数は全日制課程における推移を表したもの 
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  ③ 総合学科 

   ○ 西北地区の中学生にとって、総合学科は、普通科、農業科、工業科と並ぶ

選択肢としての役割を果たしており、今後も配置することが望ましい。 

     なお、系列については、生徒数の急激な減少や生徒のニーズを踏まえ、見

直しを検討する必要がある。 

 

  ④ 異なる複数学科を有する高等学校の設置 

   ○ 西北地区における学科の選択肢を維持するため、異なる複数学科を有する

高等学校の設置について、検討する必要がある。 

 

（２）定時制課程・通信制課程の配置等の方向性 

  ○ 定時制課程については、現在の配置を基本とすることが望ましい。 

 

（３）学校配置に当たっての留意点 

  ○ 西北地区の学校配置に当たっては、地区の地形の特性を考慮し、五所川原市、

つがる市に高等学校を配置するとともに、北津軽郡及び西津軽郡においても高

等学校を配置することが望ましい。 

    また、地区の範囲が広いことから、公共交通機関等の通学環境に配慮する必

要がある。 

 

５ 学校配置等の方向性に関連する主な意見 

（普通科等） 

 ○ 重点校には、課題解決能力等を育成する特色のある学校を目指してもらいたい。 

 ○ 重点校と重点校以外の学校の連携により、重点校以外の学校の志ある生徒も選

抜性の高い大学への進学に対応した教育を受けられる環境が期待される。 

 ○ 重点校以外の学校も特色ある教育活動を行わなければ存続していけないのでは

ないか。 

 ○ 西北地区における併設型中高一貫教育の導入については、生徒数が激減する中

にあって、市町村立中学校への影響など、課題が多い。 

 

（職業教育を主とする専門学科） 

 ○ 拠点校は、施設・設備を整備し、幅広い学習に対応できる環境を整える必要が

ある。 

 ○ 農業科と工業科等が連携した取組、複数の場所に所在する校舎の活用、同一の

敷地内における複数の学科の実習施設の整備等について検討することも考えられ

る。 

 

（総合学科） 

 ○ 当地区においては、総合学科の教育活動がうまく機能している。 

 

（定時制課程・通信制課程） 

 ○ 生徒が抱える様々な事情や学びの意欲に応えていく存在として、現状を維持し

ていきたい。 

 ○ 様々な事情のある子どもたちに対応するため、将来的には西北地区にも多部制

定時制高等学校があると良いのではないか。 
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（学校規模・配置等） 

 ○ 現状では、普通科、農業科、工業科、総合学科それぞれが満足できる状態にあ

るが、このままでは立ちゆかないというところから議論する必要がある。 

 ○ 第３次実施計画において、西北地区は統合が行われなかったが、これは西北地

区の地理的な要因のためであり、今後も配慮が必要である。 

 ○ 保護者は、学級の生徒数が十数人の学校より、規模の大きい学校に入学させた

いと思っている。 

 ○ ある程度の進学実績を維持するためには、一定の生徒数が必要なので、西北地

区の拠点となる学校は、４学級以下にはすべきではない。 

 ○ 小規模校の利点を否定するものではないが、多彩な人財を育成する役割を果た

す上で、４学級以上の学級数を有する学校が地域に存在する意義は大きい。 

 ○ 地区内の多くの学校が定員割れしている現実や生徒数が平成３９年度には現在

の６割にまで減少することを考えると、現状の高等学校数を維持することは厳し

いと考えられる。たとえ学校を残したとしても、教育活動を維持できなくなって

いく可能性がある。 

 ○ 郡部校の中間に学校を新設しても魅力はない。 

 ○ 高等学校の存続のためには市町村の努力も必要になる。 

 ○ 生徒が住んでいる地域だけではなく、生徒の進路希望の動向を見定める必要が

ある。 

 

６ 県全体の方向性に関連する主な意見 

（高等学校教育を受ける機会の確保のため配置する高等学校） 

 ○ 各家庭の経済状況については、奨学金等の対応という方向性で良い。 

 ○ スクールバスについては、各地域によって効果的な運用方法が異なるため、一

律の対応は難しいのではないか。 

 ○ 募集停止等の基準に該当しても、配置する必要がある学校もありうることから、

統合等を検討する際の参考とすることが考えられる。 

 ○ 高等学校教育を受ける機会の確保に配慮が必要な地域としては、深浦町岩崎地

域、中泊町小泊地域が考えられる。 

 

（統合を検討する際、必要に応じて地域の意見を伺う協議会等） 

 ○ 地域の意見を大事にする場として期待する。 

 ○ 板柳町については弘前市への通学圏にもなっていることから、中南地区との話

し合いも必要になるのではないか。 

 ○ 協議会等には首長は入らない方が良いのではないか。 

 ○ ＰＴＡの代表を集めて意見を伺うことも考えられる。 

 ○ 地域の代表のほか、公募枠を設けることも考えられる。 

 

（魅力ある高等学校づくりに向けて） 

 ○ 地域が高等学校の存続を希望するのであれば、子どもたちが必ずこの高等学校

に入りたいと思うくらい魅力的にするという気持ちで取り組まなければならない。 

 ○ 生徒の通学等を考慮して小規模校を配置する場合には、生徒の進路希望に対応

するため、遠隔授業について検討する必要がある。 

 ○ 高等学校において、発達障害等のある生徒に対する学習支援等の拡充措置が求

められる。  



 

９ 

 

【中南地区部会】 

 

１ 背景 

（１）地理的状況 

  ○ 中南地区は、弘前市、黒石市、平川市、西目屋村、藤崎町、大鰐町、田舎館

村の３市２町２村で構成され、鉄道等の状況としてはＪＲ奥羽本線、ＪＲ五能

線、弘南鉄道が運行している。 

 

（２）産業動向 

  ○ 経済活動別構成では県全体と比べると、サービス業や不動産業、卸売・小売

業などの割合が高く、製造業の割合が低くなっている。 

 

２ 平成２９年度（第３次実施計画最終年度）の学校規模・配置の状況 

（１）全日制課程の配置状況 

  ○ 弘前市に普通科が３校、工業科が１校、農業科・商業科・家庭科・スポーツ

科学科を有する学校が１校、黒石市に普通科・看護科を有する学校が１校、商

業科が１校、平川市に農業科が１校の計８校の予定である。 

  ○ また、学校規模は、１学年あたり７学級が２校、６学級が３校、４学級が３

校で、中南地区における平均学級数は５．５学級となる予定である。なお、当

地区の募集割合は、他地区よりも職業教育を主とする専門学科が高く、普通科

が低い傾向にある。 

 

 
 

（２）定時制課程・通信制課程の配置状況 

  ○ 定時制課程は、平川市に総合学科

の３部制が１校、弘前市に工業科が

１校の予定である。 

  ○ また、通信制課程は、平川市に普

通科が１校の予定である。 

 

 

 

 

〔各学校の規模の推移〕

平成20年度 平成25年度 平成29年度（第３次実施計画より）
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※平成２９年度の学級数は、県立高等学校教育改革第３次実施計画【後期】によるもの。
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（平成２７年４月１日現在の学校配置状況） 
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３ 今後の中学校卒業者数の推移と全日制課程の学校数の見込み 

（１）中学校卒業者数の推移 

  ○ 中南地区の平成２９年３月の中学校卒業者数は、２，５４９人となり、第３

次実施計画前の平成２０年３月と比較して、５７３人減少する見込みである。 

  ○ 引き続き生徒数は減少し、平成３９年３月には１，８４３人（平成２９年３

月比７０６人減）になるものと見込まれている。 

 

（２）全日制課程の学級数の見込み 

  ○ 平成２９年度の中南地区全体の学級数は４４学級であるが、平成３９年度に

は９～１１学級減少し、３３～３５学級になるものと見込まれる。 

 

 
 

４ 学校配置等の方向性 

（１）全日制課程の配置等の方向性 

  ① 普通科等 

   ○ 中南地区においては、普通科等の重点校を設置することが望ましい。 

     また、重点校に併設型中高一貫教育の導入を検討する場合は、弘前大学や

地区内の市町村教育委員会と協議する必要がある。 

   ○ スポーツ科学科については、中学生のニーズと合致しており、引き続き設

置することが望ましい。 

 

  ② 職業教育を主とする専門学科 

   ○ 中南地区においては、工業科の拠点校を設置することが望ましい。 

   ○ 中南地区の複数校に設置している農業科と商業科は、生徒数が急激に減少

する中にあっても教育活動を充実させるため、集約化を検討する必要がある。 

   ○ 看護科と家庭科については、中学生の進路の選択肢として引き続き設置す

ることが望ましい。 

 

 

〔中学校卒業（予定）者数と学級数の推移〕

（人）

H39までの増減（対H29）

△706人
△9CL～△11CL

第３次実施計画【後期】第３次実施計画【前期】

H25までの増減（対H20)

△272人
△5cl

H29までの増減（対H25）

△301人
△6cl

※中学校卒業(予定)者数は、各年３月。
　平成２８年度以降は、県教育庁高等学校教育改革推進室推計値。

（学級）

中学校卒業(予定)者数

学　　　 級 　　　数

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

中学校卒業（予定）者数 3,122 3,067 3,150 2,838 2,893 2,850 2,717 2,570 2,555 2,549 2,358 2,374 2,210 2,065 2,129 1,984 1,959 1,875 1,798 1,843

学級数 55 55 55 51 51 50 48 45 45 44
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学級数は全日制課程における推移を表したもの 
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  ③ 総合学科 

   ○ 中南地区においては、既存の学科を総合学科に改編するよりも、既存の学

科を充実することが望ましい。 

 

  ④ 異なる複数学科を有する高等学校の設置 

   ○ 中南地区における学科の選択肢を維持するため、異なる複数学科を有する

高等学校の設置について、検討する必要がある。 

 

（２）定時制課程・通信制課程の配置等の方向性 

  ○ 定時制課程・通信制課程については、現在の配置を基本とすることが望まし

い。 

    なお、夜間定時制課程については、生徒の志願・入学状況を踏まえ、地区全

体の視点から検討する必要がある。 

  ○ 工業科については、生徒の志願・入学状況を踏まえ、その在り方を検討する

必要がある。 

 

（３）学校配置に当たっての留意点 

  ○ 中南地区の学校配置に当たっては、地区全体のバランスを考慮し、弘前市、

黒石市、平川市の三市に高等学校を配置することが望ましい。 

 

５ 学校配置等の方向性に関連する主な意見 

（普通科等） 

 ○ 重点校は大学進学を牽引する学校として期待される。 

 ○ 重点校以外の学校においても、教科・科目の関係で希望する大学を受験できな

いということがないように、重点校の教員を派遣したり、遠隔授業を実施したり

するなど、重点校の授業を共有することができれば、県全体の学力向上に繋がる

のではないか。 

 ○ 中南地区は、他地区に比べて普通科の募集割合が低いが、大学進学率の上昇等

も踏まえ、普通科の削減は最小限にしたい。 

 ○ スポーツ科学科は看護科と連携し、より専門性を高めることを検討する必要が

ある。 

 

（職業教育を主とする専門学科） 

 ○ 地区の生徒数が減少していく中にあって、専門高校の学科について精査が必要

である。 

 ○ 弘前工業高等学校と五所川原工業高等学校が連携し、補完しながら地域を支え

る技術者を育成する必要がある。 

 ○ これからの農業にあっては、マーケティングや経理の知識を身に付けた農業自

営者を育成する必要がある。 

 

（定時制課程・通信制課程） 

 ○ 尾上総合高等学校のⅢ部に、弘前市や黒石市から女子生徒が実際に通学できな

い状態なのであれば、具体的に対応を検討する必要がある。 

 



 

１２ 

 

 

（学校規模・配置等） 

 ○ 高等学校においても３５人学級の拡充について、検討をお願いしたい。 

 ○ これからの統合方法としては、学校名を新たなものとするなど、生徒が新たな

学校で学習するという意識になるような統合の方法が望ましい。 

 ○ 入学者数の減少による募集停止や統合についてはやむを得ないと思う一方、地

域の高等学校はある意味、文化であり、地域の活力の面からも高等学校が存続で

きるかどうかに対する不安もある。 

 ○ 進学校を確保できるのであれば、思い切った統合もあり得るのではないか。 

 

６ 県全体の方向性に関連する主な意見 

（高等学校教育を受ける機会の確保のため配置する高等学校） 

 ○ 経済的要因についての支援としては、奨学金等での対応を検討することとし、

学校配置とは分けて考える必要がある。 

 ○ 中南地区においては、公共交通機関の利便性が良いため、通学の問題から進学

が危ぶまれる地域はないものと考えられる。 

 

（統合を検討する際、必要に応じて地域の意見を伺う協議会等） 

 ○ 重点校や拠点校の話が先行すると「郡部の高等学校をなくして、市部の高等学

校を大きくする」と受け取られかねない面があるので、慎重に説明する必要があ

る。 

 ○ 計画案の公表後ではなく、計画策定過程において首長の意見を聞く必要がある。 

 ○ 協議会等には首長を含めていただきたい。 

 ○ 首長を協議会等の委員とするのではなく、直接意見を聞く別の機会を設けた方

が良い。 

 ○ 協議会等の委員を公募した場合には、公募委員からの意見が特定の分野に限ら

れることもあるなど、広く意見を伺う上では課題もあるのではないか。 

 

（魅力ある高等学校づくりに向けて） 

 ○ 高等学校教育を受ける機会の確保という観点では、中学校における特別支援学

級の生徒の進学先を考える必要がある。 

 ○ 観光に関する学科やコースの創設も考えられる。 

 ○ 各高等学校において、現在も地域や企業と連携した教育活動に取り組んでいる

ことを情報発信する必要がある。 

 ○ 大学のコンソーシアムのように、高等学校同士が連携し、地域貢献や生徒の体

験活動の充実に繋げてほしい。 

 ○ 情報機器の活用は遠隔授業に限らず、講習や学校行事においても考えられる。 

  



 

１３ 

 

【上北地区部会】 

 

１ 背景 

（１）地理的状況 

  ○ 上北地区は、十和田市、三沢市、野辺地町、七戸町、六戸町、横浜町、東北

町、六ヶ所村、おいらせ町の２市６町１村で構成され、鉄道等の状況としては

東北新幹線、青い森鉄道、ＪＲ大湊線が運行している。 

 

（２）産業動向 

  ○ 経済活動別構成では県全体と比べると、製造業、農業の割合が高く、サービ

ス業や卸売・小売業、政府等サービス、不動産業などの割合が低くなっている。 

 

２ 平成２９年度（第３次実施計画最終年度）の学校規模・配置の状況 

（１）全日制課程の配置状況 

  ○ 十和田市に普通科が１校、普通科・商業科を有する学校が１校、農業科が１

校、工業科が１校、三沢市に普通科が１校、商業科が１校、野辺地町に普通科

が１校、七戸町に総合学科が１校、六戸町に普通科が１校、六ヶ所村に普通科

が１校、おいらせ町に普通科・家庭科を有する学校が１校の計１１校の予定で

ある。 

  ○ また、学校規模は、１学年当たり６学級が２校、５学級が２校、４学級が３

校、３学級が１校、２学級が３校で、上北地区における平均学級数は３．９学

級となる予定である。 

 

 
 

（２）定時制課程の配置状況 

  ○ 三沢市に普通科が１校の予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

〔各学校の規模の推移〕

平成20年度 平成25年度 平成29年度（第３次実施計画より）
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※平成２９年度の学級数は、県立高等学校教育改革第３次実施計画【後期】によるもの。
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（平成２７年４月１日現在の学校配置状況） 



 

１４ 

 

３ 今後の中学校卒業者数の推移と全日制課程の学級数の見込み 

（１）中学校卒業者数の推移 

  ○ 上北地区の平成２９年３月の中学校卒業者数は、１，９５４人となり、第３

次実施計画前の平成２０年３月と比較して、３３３人減少する見込みである。 

  ○ 引き続き生徒数は減少し、平成３９年３月には１，４５７人（平成２９年３

月比４９７人減）になるものと見込まれている。 

 

（２）全日制課程の学級数の見込み 

  ○ 平成２９年度の上北地区全体の学級数は４３学級であるが、平成３９年度に

は１０～１２学級減少し、３１～３３学級になるものと見込まれる。 

 

 

 
 

４ 学校配置等の方向性 

（１）全日制課程の配置等の方向性 

  ① 普通科等 

   ○ 上北地区においては、普通科等の重点校を設置することが望ましい。 

     また、選抜性の高い大学への進学に対応した取組を行う重点校においては、

併設型中高一貫教育が効果的である。 

   ○ 英語科については、小学校・中学校・高等学校の各段階を通して系統的な

取組の充実が求められている中、教育課程の工夫等による対応について、検

討する必要がある。 

 

  ② 職業教育を主とする専門学科 

   ○ 上北地区においては、農業科の拠点校を設置することが望ましい。 

   ○ 工業科、商業科、家庭科については、中学生の進路の選択肢として維持す

るための方策を検討する必要がある。 

 

 

〔中学校卒業（予定）者数と学級数の推移〕

（人）

H39までの増減（対H29）

△497人
△10CL～△12CL

第３次実施計画【後期】 （学級）第３次実施計画【前期】

H25までの増減（対H20)

△168人
△5cl

H29までの増減（対H25）

△165人
△3cl

※中学校卒業(予定)者数は、各年３月。
　平成２８年度以降は、県教育庁高等学校教育改革推進室推計値。

学　　　 級 　　　数

中学校卒業(予定)者数

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

中学校卒業（予定）者数 2,287 2,222 2,204 2,232 2,128 2,119 2,150 2,062 1,990 1,954 1,884 1,800 1,699 1,615 1,565 1,594 1,579 1,470 1,565 1,457
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１５ 

 

  ③ 総合学科 

   ○ 上北地区の中学生にとって、総合学科は、普通科、農業科、工業科、商業

科、家庭科と並ぶ選択肢としての役割を果たしており、今後も配置すること

が望ましい。 

     なお、系列については、生徒数の急激な減少や生徒のニーズを踏まえ、見

直しを検討する必要がある。 

 

  ④ 異なる複数学科を有する高等学校の設置 

   ○ 上北地区における学科の選択肢を維持するため、各学科の専門性の確保に

留意しながら、異なる複数学科を有する高等学校の設置について、検討する

必要がある。 

 

（２）定時制課程・通信制課程の配置等の方向性 

  ○ 定時制課程については、現在の配置を基本とすることが望ましい。 

 

（３）学校配置に当たっての留意点 

  ○ 上北地区の学校配置に当たっては、地区が広範囲にわたることから、公共交

通機関等の通学環境に配慮し、十和田市、三沢市に加え、上北郡においても高

等学校を配置することが望ましい。 

 

５ 学校配置等の方向性に関連する主な意見 

（普通科等） 

 ○ 地区内に複数の重点校を設置し、競い合いながら周りの学校を牽引していく形

でも良いのではないか。 

 ○ 生徒数が減少する中にあって、６学級規模の重点校を複数設置することが可能

なのか。 

 

（職業教育を主とする専門学科） 

 ○ 拠点校は、地区の拠点校という考え方ではなく、「オール青森」の視点で、よ

り広域な地域毎の産業構造の特徴を生かしながら考える必要がある。 

 ○ 三本木農業高等学校、十和田工業高等学校、三沢商業高等学校を拠点校とし、

時代や社会のニーズを考え、学科の新設、改編等をしながら対応することも考え

られるのではないか。 

 ○ 拠点校と拠点校以外の学校との連携については、生徒のことを第一に考え、教

員同士の連携を密にして対応する必要がある。 

 ○ 地区内には各専門学科について学べる学校を配置し、生徒の学習機会を確保す

べきである。その場合には、総合学科の系列や複数学科設置等について、併せて

検討する必要がある。 

 

（総合学科） 

 ○ 総合学科の充実のためには、教員数、施設・設備、経費を要することから、あ

る程度の規模が必要である。 

 ○ 生徒の進路実現に向けて多種多様なニーズに合った教育ができるという面では

魅力的で今後も必要性を感じるが、今後の生徒数の減少に対応できるかは検討が

必要である。 



 

１６ 

 

 

（定時制課程・通信制課程） 

 ○ 様々な課題を抱えた生徒が学ぶことのできる現在の定時制高等学校は、継続す

べきである。 

 

（学校規模・配置等） 

 ○ 地域住民の思いとしては、学校をなくしてほしくないが、子どもたちのことを

考えた魅力ある新しい学校が設置されれば、地域の方々も納得できるのではない

か。 

 ○ 重点校の取組として中間まとめに記載されている医学部進学に向けた取組は、

医学部医学科合格に向けた実力養成の議論であり、重点校とは別の議論ではない

か。 

 ○ 地区としては、少子高齢化に伴い、将来的に介護士や医師が必要であり、専門

職に就く人財も必要となる。 

 

６ 県全体の方向性に関連する主な意見 

（高等学校教育を受ける機会の確保のため配置する高等学校） 

 ○ 高等学校教育の機会均等については、学校があれば良いということではなく、

どのような高等学校をどのように配置するかということが肝要である。 

 ○ 現在も、遠くの高等学校へ通学している生徒がいることから、公平な通学支援

ということは難しい。 

 ○ 高等学校教育を受ける機会の確保に配慮が必要な地域としては、六ヶ所村が考

えられる。 

 

（統合を検討する際、必要に応じて地域の意見を伺う協議会等） 

 ○ 統合の際には、地域との話し合いが必要である。また、その場合の委員につい

ては、学校関係者、保護者に限らず、偏りのない編成が必要である。 

 ○ 首長は地元の高等学校の統合について賛成とは言いにくいのではないか。 

 ○ 公募枠を設けるよりも、子どもに直接関わる方々を委員とするべきではないか。 

 ○ 協議会等の委員の人選については、場合によっては地区を越えた関係者も必要

である。 

 

（魅力ある高等学校づくりに向けて） 

 ○ 統合の際には、魅力ある高等学校づくりが非常に重要になってくると思う。Ｉ

ＣＴを活用した授業等、いろいろ試行錯誤しながら子どもたちがこの学校に行っ

て良かったと思える環境づくりをしていく必要がある。 

 ○ 魅力ある高等学校とするためには、施設・設備の充実にも努める必要がある。 

 ○ 教職員の定数の充実とともに、教職員の質の確保・向上が必要である。 

  



 

１７ 

 

【下北地区部会】 

 

１ 背景 

（１）地理的状況 

  ○ 下北地区は、むつ市、大間町、東通村、風間浦村、佐井村の１市１町３村で

構成され、鉄道等の状況としてはＪＲ大湊線が運行している。 

 

（２）産業動向 

  ○ 経済活動別構成では県全体と比べると、電気・ガス・水道業、政府等サービ

スや建設業の割合が高く、製造業やサービス業の割合が低くなっている。 

 

２ 平成２９年度（第３次実施計画最終年度）の学校規模・配置の状況 

（１）全日制課程の配置状況 

  ○ むつ市に普通科が２校（うち、校舎制導入校が１校）、工業科が１校、総合

学科が１校、大間町に普通科が１校の計５校の予定である。 

  ○ また、学校規模は、１学年当たり５学級が２校、４学級が１校、２学級が１

校、１学級が１校で、下北地区における平均学級数は３．４学級となる予定で

ある。 

 

   

 

 

（２）定時制課程の配置状況 

  ○ むつ市に普通科が１校の予定である。 

 

      

 

 

 

 

  

〔各学校の規模の推移〕

平成20年度 平成25年度 平成29年度（第３次実施計画より）
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※平成２９年度の学級数は、県立高等学校教育改革第３次実施計画【後期】によるもの。
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（平成２７年４月１日現在の学校配置状況） 



 

１８ 

 

 

３ 今後の中学校卒業者数の推移と全日制課程の学級数の見込み 

（１）中学校卒業者数の推移 

  ○ 下北地区の平成２９年３月の中学校卒業者数は、６９２人となり、第３次実

施計画前の平成２０年３月と比較して、２０４人減少する見込みである。 

  ○ 引き続き生徒数は減少し、平成３９年３月には５０５人（平成２９年３月比

１８７人減）になるものと見込まれている。 
 

（２）全日制課程の学級数の見込み 

  ○ 平成２９年度の下北地区全体の学級数は１７学級であるが、平成３９年度に

は３～５学級減少し、１２～１４学級になるものと見込まれる。 

 

 

 

４ 学校配置等の方向性 

（１）全日制課程の配置等の方向性 

  ① 普通科等 

   ○ 下北地区においては、普通科等の重点校を設置することが望ましい。 

     なお、重点校の学校規模については、当地区の特性に配慮し、１学年当た

り６学級に満たない場合でも、柔軟に対応する必要がある。 

     また、重点校としての役割を果たすため、単位制の導入について検討する

必要がある。 

   ○ 英語科については、普通科においても同様の英語力が求められている中、

学校全体としてグローバル教育に対応するなど、その在り方を検討する必要

がある。 
 

  ② 職業教育を主とする専門学科 

   ○ 下北地区においては、将来の地区の学級数を考えると、拠点校を設置する

ことは難しい。 

   ○ 工業科については、中学生の進路の選択肢として維持するための方策を検

討する必要がある。 

〔中学校卒業（予定）者数と学級数の推移〕

（人） （学級）第３次実施計画【前期】

H25までの増減（対H20)

△114人
△2cl

H29までの増減（対H25）

△90人
△1cl

第３次実施計画【後期】

H39までの増減（対H29）

△187人
△3CL～△5CL

※中学校卒業(予定)者数は、各年３月。
　平成２８年度以降は、県教育庁高等学校教育改革推進室推計値。

中学校卒業(予定)者数

学　　　 級 　　　数

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

中学校卒業（予定）者数 896 865 817 839 837 782 790 743 697 692 690 656 569 568 580 522 569 486 549 505

学級数 20 20 19 20 19 18 18 18 17 17
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学級数は全日制課程における推移を表したもの 



 

１９ 

 

  ③ 総合学科 

  ○ 下北地区の中学生にとって、総合学科は、普通科、工業科と並ぶ選択肢と

しての役割を果たしており、今後も配置することが望ましい。 

    なお、系列については、生徒数の急激な減少や生徒のニーズを踏まえ、見

直しを検討する必要がある。 

 

  ④ 異なる複数学科を有する高等学校の設置 

  ○ 下北地区において学科の選択肢を維持するため、異なる複数学科を有する

高等学校の設置について検討する必要がある。 

 

（２）定時制課程・通信制課程の配置等の方向性 

  ○ 定時制課程については、現在の配置を基本とすることが望ましい。 

 

（３）学校配置に当たっての留意点 

  ○ 下北地区の学校配置に当たっては、公共交通機関等の通学環境に配慮し、む

つ市に加えて、下北郡にも高等学校を配置することが望ましい。 

 

５ 学校配置等の方向性に関連する主な意見 

（普通科等） 

 ○ 下北地区の重点校では、この地区に必要とされている医師や弁護士等、この地

区の振興に尽力してくれる人財の育成への取組を期待する。 

 ○ 重点校と重点校以外の学校との連携については、教科指導に関する連携が考え

られる。 

 ○ 重点校には、重点校以外の学校に在籍する生徒が大学進学を希望する場合に、

重点校の持っているノウハウを伝えることができる機能が必要である。 

 ○ 中学生が高等学校を選ぶ際の参考とするため、重点校や重点校以外の学校の在

り方や機能、連携等の仕組みについて、中学生にも分かるように示してほしい。 

 ○ 今後も少子化が続く中で、下北地区での連携型中高一貫教育の実践は難しいも

のと考える。 

 

（職業教育を主とする専門学科） 

 ○ どのような取組においても核となる高等学校が必要であることから、県内に拠

点校を設置し、拠点校以外の学校を牽引してほしい。 

 ○ 下北地区の場合、距離的な問題があるが、他地区の拠点校との連携を通して、

様々な情報を生徒に伝えることは重要である。 

 

（総合学科） 

 ○ 総合学科は、生徒が様々な科目を選択し学習できるメリットがある。今後も中

学生の選択肢として総合学科を残していくべきだが、生徒のニーズを把握し、応

えられるような系列の見直しが必要になる。 
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（定時制課程・通信制課程） 

 ○ 定時制課程は様々な課題を抱えた生徒の受け皿となり、一人一人を大事にする

教育が行われているため、現在の配置を維持してほしい。 

   通学における公共交通機関の状況から昼間部のニーズは高いと考えられる。 

 ○ 田名部高等学校の定時制は全日制と教室を共用しており、生徒のために教室の

共用の解消についても検討してほしい。 

 

（学校規模・配置等） 

 ○ 学校活動の維持のためには、基本的に４学級以上の学校規模は必要である。ま

た、高等学校の配置については、通学の面から十分検討する必要がある。 

 ○ 生徒数が減って、高等学校の小規模化が進むのは仕方ないが、希望する全ての

子どもが高等学校に通えるような学校配置が必要である。 

 ○ 小規模校であっても質の高い教育活動を維持する必要がある。 

 ○ 下北地区は、他地区と比べ地理的に不利な地区であるので、学校配置に当たっ

ても配慮してもらいたい。 

 

６ 県全体の方向性に関連する主な意見 

（高等学校教育を受ける機会の確保のため配置する高等学校） 

 ○ 配置の考え方では、通学方法の確保を最優先で考慮する必要がある。 

 ○ 高等学校教育を受ける機会の確保に配慮が必要な地域としては、大間町、風間

浦村、佐井村、むつ市脇野沢地域が考えられる。 

 

（統合を検討する際、必要に応じて地域の意見を伺う協議会等） 

 ○ 協議会等での意見集約は難しいことから、広く意見を伺う場とすべきである。 

 ○ 保護者の意見は必要だと考えるため、ＰＴＡは委員に入れるべきである。 

 ○ 首長の意見は、個別に市町村を訪問して聞くという対応が良い。 

 ○ 協議会等については、公開で開催してほしい。 

 

（魅力ある高等学校づくりに向けて） 

 ○ 生徒数が減少している中にあって、全国から生徒を募集することは良いと思う

が、現実的には非常に難しいと思う。そのような場合には、高等学校の所在する

自治体の協力が必要になる。 

 ○ 高等学校と行政が連携することによって、高等学校と地域が相互に魅力を高め

ていくことができるのではないか。 

 ○ 魅力ある高等学校のためには、教科面や課外活動の面から、一定の活動が保障

される規模であることが重要である。 

 ○ 学校数、学級数が少ない下北地区において、中間まとめにある「学校規模・配

置」の方向性がさらに１０年後も踏襲できるとは思えない。ＩＣＴ等を活用した

学校間の連携に取り組むなど、長期的な視点での教育活動の充実に向けた取組を

期待する。   
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【三八地区部会】 

 

１ 背景 

（１）地理的状況 

  ○ 三八地区は、八戸市、三戸町、五戸町、田子町、南部町、階上町、新郷村の

１市５町１村で構成されている。鉄道等の状況は、東北新幹線、ＪＲ八戸線、

青い森鉄道が運行している。 

 

（２）産業動向 

  ○ 経済活動別構成では、県全体と比べると、製造業、卸売・小売業、運輸業、

サービス業の割合が高く、建設業や政府等サービスの割合が低くなっている。 

 

２ 平成２９年度（第３次実施計画最終年度）の学校規模・配置の状況 

（１）全日制課程の配置状況 

  ○ 八戸市に普通科が４校、工業科が１校、商業科が１校、水産科が１校、三戸

町に普通科が１校、五戸町に普通科が１校、田子町に普通科が１校、南部町に

農業科が１校の計１１校の予定である。 

  ○ また、学校規模は、１学年当たり７学級が１校、６学級が３校、５学級が１

校、３学級が３校、２学級が２校、１学級が１校で、三八地区における平均学

級数は４．０学級となる予定である。 

 

 

（２）定時制課程・通信制課程の配置状況 

  ○ 定時制課程は、八戸市に普通科の３

部制が１校、工業科が１校の計２校の

予定である。 

  ○ また、通信制課程は、八戸市に普

通科１校の予定である。 

 

 

 

 

〔各学校の規模の推移〕

平成20年度 平成25年度 平成29年度（第３次実施計画より）
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※平成２９年度の学級数は、県立高等学校教育改革第３次実施計画【後期】によるもの。
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３ 今後の中学校卒業者数の推移と全日制課程の学級数の見込み 

（１）中学校卒業者数の推移 

  ○ 三八地区の平成２９年３月の中学校卒業者数は、２，８７９人となり、第３

次実施計画前の平成２０年３月と比較して、６４０人減少する見込みである。 

  ○ 引き続き生徒数は減少し、平成３９年３月には２，３４６人（平成２９年３

月比５３３人減）になるものと見込まれている。 
 

（２）全日制課程の学級数の見込み 

  ○ 平成２９年度の三八地区全体の学級数は４４学級であるが、平成３９年度に

は６～８学級減少し、３６～３８学級になるものと見込まれる。 
 

 
 

４ 学校配置等の方向性 

（１）全日制課程の配置等の方向性 

  ① 普通科等 

   ○ 三八地区においては、普通科等の重点校を設置することが望ましい。 

     また、重点校における併設型中高一貫教育は有効な制度だと考えられるこ

とから、導入について検討する必要がある。 

   ○ スポーツ科学科及び表現科については、設置目的や進路志望の達成状況な

どを改めて見極め、その在り方を検討する必要がある。 
 

  ② 職業教育を主とする専門学科 

   ○ 三八地区においては、工業科の拠点校を設置することが望ましい。 

   ○ 農業科、商業科、水産科については、中学生の進路の選択肢として維持す

るための方策を検討する必要がある。 
 

  ③ 総合学科 

   ○ 三八地区においては、既存の学科を総合学科に改編するよりも、既存の学

科を充実することが望ましい。 

 

 

〔中学校卒業（予定）者数と学級数の推移〕

（人） （学級）

△423人
△10cl

H29までの増減（対H25）

△217人
△4cl

第３次実施計画【後期】

H39までの増減（対H29）

△533人
△6CL～△8CL

※中学校卒業(予定)者数は、各年３月。
　平成２８年度以降は、県教育庁高等学校教育改革推進室推計値。

中学校卒業(予定)者数

学　　　 級 　　　数

第３次実施計画【前期】

H25までの増減（対H20)

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

中学校卒業（予定）者数 3,519 3,465 3,522 3,361 3,275 3,096 3,137 2,926 2,957 2,879 2,776 2,736 2,515 2,375 2,465 2,332 2,322 2,293 2,289 2,346

学級数 58 55 56 52 51 48 49 46 46 44
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  ④ 異なる複数学科を有する高等学校の設置 

   ○ 三八地区における学科の選択肢を維持するため、施設・設備等の教育環境

に配慮しながら、異なる複数学科を有する高等学校の設置について、検討す

る必要がある。 

 

（２）定時制課程・通信制課程の配置等の方向性 

  ○ 定時制課程･通信制課程については､現在の配置を基本とすることが望ましい。 

  ○ 工業科については、生徒の志願・入学状況を踏まえ、その在り方を検討する

必要がある。 

 

（３）学校配置に当たっての留意点 

  ○ 三八地区の学校配置に当たっては、公共交通機関等の通学環境に配慮し、八

戸市に加えて三戸郡にも高等学校を配置することが望ましい。 

 

５ 学校配置等の方向性に関連する主な意見 

（普通科等） 

 ○ 重点校を設置することは賛成である。少子化に伴う高等学校の小規模化という

課題を解決するためには「オール青森」の視点による６地区にとらわれない再編

が必要である。 

 ○ 重点校を設置した場合、その学校を重点校とした理由や目指す学校像、生徒像

について中学生、保護者等に周知する必要がある。 

 ○ 重点校と重点校以外の学校との連携については、夏季休業中や冬季休業中に合

同で行う講習等が考えられる。 

 ○ 単位制は、学習意欲や興味・関心、能力等が多様な生徒の在籍する学校におい

て効果的だと思うが、ほとんどの生徒が大学進学するといった均質な生徒が多い

学校において、単位制を導入することについては慎重になるべきである。 

 ○ 連携型中高一貫教育については、連携をしている中学校の生徒数が減少してい

ることもあり、以前に比べて連携の規模が縮小している。 

 

（職業教育を主とする専門学科） 

 ○ 地区に拠点校は必要であり、専門学科に関する基礎的な教育を地域の高等学校

で担ってもらいたい。そのことにより人財や技術の流出が防げるのではないか。 

 ○ 拠点校には、企業で即戦力として働くことができる人財育成のための教育環境

の整備が必要である。 

 ○ 拠点校が拠点校以外の学校と連携していくことを考えると、より専門性を高め

る教育を進めていくと良い。また、拠点校の特色を通常の授業や長期休業中の活

動を利用し広く示すようにすれば、中学生にも取組が理解されるのではないか。 

 ○ 水産科は地域の産業とも密接な関連があるため、継続して設置する必要がある。 

 

（定時制課程・通信制課程） 

 ○ 定時制課程や通信制課程に進学する生徒数は少ないが、発達障害等のある生徒

の選択肢となっているため、今後も継続してほしい。 
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（学校規模・配置等） 

 ○ 関係市町村と中学生の保護者との考えにずれがあると感じる。保護者の多くは、

部活動等が充実した大きな学校に入れたいと考える。 

 ○ 小規模校においては、教員配置の弾力化等、確かな学力の保障に向けた手立て

を検討する必要がある。 

 ○ 地域の立場として学校を残したいという考えも、親の立場で充実した施設の学

校に通わせたいという考えも、両方理解できる。 

 ○ 学校配置に当たって重要なのは、教育の質を確保するという視点である。 

 ○ 生徒・保護者・地域のニーズを大事にしながら次期計画を進める必要がある。 

 ○ 通学環境の整備として、路線バスの運行ダイヤ等についての細やかな配慮が求

められる。 

 ○ 私立高等学校との間で、学科や募集人員についての調整も可能な限り行う必要

がある。 

 ○ 福祉分野にもつながるが、経済的に困窮している家庭と子どもに対する支援が

求められる。 

 

６ 県全体の方向性に関連する主な意見 

（高等学校教育を受ける機会の確保のため配置する高等学校） 

 ○ 「高等学校教育を受ける機会の確保のため配置する高等学校」としながらも、

募集停止に向かっているという誤解を招かないよう慎重に対応すべきである。 

○ 高等学校教育を受ける機会の確保に配慮が必要な地域としては、田子町が考え

られる。 

 

（統合を検討する際、必要に応じて地域の意見を伺う協議会等） 

 ○ 地域の意見を次期計画に十分反映すべきである。 

 ○ 協議会等を行う場合は、県立高等学校における将来像とそれに向けての方針を

明示する必要がある。また、統合する前に、県、市町村、地元住民、それぞれの

立場でできることを明らかにし、存続に向けて努力すべきではないか。 

 ○ 意見集約を目的とした協議会という形式は難しいため、様々な意見を聞く公聴

会やヒアリングという形式が良い。 

 ○ 各地域の意見を聞こうとすると、地元の学校をなくさないでほしいという意見

ばかりが出るのではないか。「オール青森」の視点をどこまで理解して、意見を

いただけるかが課題だと思われる。 

 ○ 関係する市町村が互いに意見交換すれば、大きな視点からの意見がいただける

のではないか。 

 ○ 協議会等の委員には首長を入れず、個別に訪問して意見を伺う形が良い。 

 ○ 福祉に関する視点等も今後は必要になると思われるため、協議会等の委員には、

行政の関係者も入ると良いと考える。 

 

（魅力ある高等学校づくりに向けて） 

 ○ 特別な支援を要する生徒の高等学校進学に向け、高等学校における手厚い人員

配置、中学校との情報交換などの受入れ体制の充実が望まれる。 

 ○ 農業高校、工業高校、商業高校からも大学に進学する生徒が増えてきているこ

とから、大学受験に対応した授業が必要であり、確かな学力が求められている。 

   また、専門高校に行っても進学できるということをアピールすることが必要だ

と思う。 


